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本研究では，路上落下物などの道路障害物の発生に起因する苦情の発生メカニズムをモデル化し，障害物・苦

情に関するリスク管理水準を考慮した最適道路巡回政策を決定するための方法論を提案する．具体的には，道

路障害物の増加が苦情の発生頻度に影響を及ぼすという関係を明示的に考慮するために，道路障害物の発生過

程を下位モデル，苦情の発生過程を上位モデルとするような階層的隠れポワソンモデルを定式化する．その上

で，巡回費用と応急対応費用で構成される総費用を最小にするような道路巡回政策を求めるための最適巡回政

策モデルをマルコフ決定モデルとして定式化する．最後に，一般国道を対象とした適用事例を通じて，本研究

で提案した方法論の有用性について実証的に分析する．
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1. はじめに

道路は，国民の日常生活や経済社会を支える根幹的

な施設である．路上落下物や路面変状・損壊などの道路

異常は，道路の安全な供用に支障をきたすだけでなく，

道路利用者の道路に対する満足度を低下させることに

なる．このため，道路管理者は道路の安全確保，利用

者の満足度維持（サービス水準の維持）という 2つの

側面から，道路巡回業務を行う必要がある．

通常，道路巡回業務はパトロール車を利用して定期

的に実施される．そのため，道路巡回費用は，路上落

下物や路面損壊・変状の有無（以下，道路障害物）に関

わらず，固定的に発生する．さらに，近隣住民や道路

利用者からの連絡（以下，苦情）があった場合，応急

的に道路障害物を除去するための処理（以下，応急対

応）を行う．道路の巡回頻度を増やすことにより，応急

対応の発生頻度を小さくすることが可能である．一方，

高頻度の道路巡回は巡回費用の増加を招く可能性があ

る．このように，道路障害物および苦情の発生と，道

路の巡回費用の間にはトレードオフの関係があり，管

理者は道路障害物に起因するリスクの管理目標を設定

した上で，定期巡回費用と応急対応費用で構成される

総費用を可能な限り削減する巡回方策を検討する必要

がある．

本研究では，道路障害物と苦情に対応するための応

急対応の発生過程を数え上げ過程としてモデル化する．

道路障害物の発生頻度が高くなれば，苦情の発生頻度

が増加する可能性がある．苦情の発生過程を分析する

ためには，道路障害物の発生モデルを内蔵するような

苦情発生モデルを定式化する必要がある．本研究では，

道路障害物の増加が苦情の発生頻度に影響を及ぼすと

いう関係を考慮するために，道路障害物の発生過程を

下位モデル，苦情の発生過程を上位モデルとする階層

的隠れポワソンモデルを定式化する．その上で，階層

的隠れポワソンモデルに従って発生する道路障害物の

発生・除去過程をマルコフ連鎖モデルで表現し，定期

巡回費用と応急対応費用で構成される総費用を最小に

するような最適巡回政策を決定するための最適巡回政

策モデルをマルコフ決定モデルとして提案する．

以上の問題意識の下に，本研究では苦情の発生による

応急対応を考慮にいれた最適巡回政策を求めるための

方法論を提案する．以下，2.で本研究の基本的な考え

方を説明する．3.では，階層的隠れポワソンモデルを

定式化し，4.で最適巡回政策モデルを定式化する．最

後に，5.で実際の国道を対象とした適用事例を通して

本研究の有効性について分析する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 従来の研究概要

道路障害物の発生過程に関しては，障害物の到着が

ランダムに発生するような数え上げ過程，基本的には
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ポワソン過程としてモデル化できる．しかし，伝統的な

ポワソン過程は，事象の到着率が確定的であることに

加え，ある期間中における事象の平均発生件数と，そ

の分散が同一になるという特性を有する．現実の道路

障害物の発生過程が，このような特性を有している保

証はなく，より柔軟なモデル化が必要となる．貝戸等1)

は道路障害物の発生過程を，到着率の異質性を考慮し

た混合ポワソン過程2)としてモデル化した．具体的には

道路障害物の到着率をポワソンモデルで表現するとと

もに，その異質性をガンマ分布で表現したポワソンガ

ンマ発生モデルを用いて道路障害物の発生過程を表現

した．本研究では道路障害物に起因する苦情発生メカ

ニズムを対象とする．道路障害物の発生頻度が多くな

るほど，苦情発生頻度も多くなる．このように道路障

害物の発生過程と苦情の発生過程の間には相互関係が

存在する．このような観点から，小濱等3)は苦情の到着

率の時間的異質性を考慮するために，道路障害物の発

生過程をポワソンモデルとして明示的にモデル化する

とともに，道路障害物の発生モデルを内蔵したような

苦情発生モデルを階層的隠れポワソンモデルとして定

式化している．なお，本研究で用いる階層的隠れポワ

ソンモデルは，小濱等3)がすでに提案したものであり，

それ自体に新規性はない．一方，道路巡回政策に関し

ては，すでに小濱等4)は，道路障害物に起因するリスク

の管理指標をモデル化し，所与の予算制約の下で道路

障害物に起因するリスクを可能な限り小さくするよう

な巡回政策を決定している．しかし，そこでは，定期

的に実施される巡回業務のみに着目しており，苦情に

対応するための応急対応業務は考慮されていない．吉

田5),6)は，道路巡回業務において，対症的措置が計画的

措置に劣らず重要であることを述べ，対症的措置のパ

フォーマンス指標としてのレスポンスタイムの効果的

な活用方法を考察している．本研究では，計画的措置

費用である定期巡回費用，対症的措置費用である応急

対応費用で構成される総費用を最小とするような最適

巡回政策を決定する．筆者等の知る限り，道路障害物

の発生とそれに伴う苦情発生リスクを明示的に考慮し

たうえで，巡回費用と応急対応費用で構成される総費

用を最小にするような最適巡回政策を求めた研究事例

は本研究以外に見あたらない．

(2) リスク管理指標

道路管理者は，複数の連続する道路区間を対象とし

て道路巡回を行い，道路障害物の除去に務めている．本

研究では，1回の道路巡回により一括してリスク管理を

行う道路区間の集合を管理基本区間と呼ぶこととする．

貝戸等は，道路管理者が道路障害物に起因するリスク

を管理する場合，1)道路障害物の発生頻度と，2)道路

障害物に対する発生抑止や早期除去の社会的・経済的重

要性という 2つの視点が必要となることを指摘してい

る1)．道路障害物の発生頻度が多い道路区間ほど，道路

障害物を頻繁に除去することが必要となる．一方，道路

障害物の発生頻度が同一であっても，人口の多い都市

部では道路利用者や近隣住民からの苦情発生数が増加

する3)．このため，道路障害物の到着率が同一でも，苦

情の到着率の大きい区間ほど頻繁に道路巡回を実施し，

道路障害物を除去することが必要となる．したがって，

本研究では，1)巡回時点において発見する道路障害物

数と，2)道路障害物に起因する苦情発生数という 2種

類のリスク管理指標を提案する．以下では，提案する 2

種類のリスク管理指標をまとめて道路障害リスクと呼

ぶ．道路障害物，および苦情は道路区間ごとに生起す

る局所的な事象である．したがって，対象とする路線

を細分化し，細分化された個々の単位道路区間ごとに

道路障害リスクのリスク管理指標を定義することが必

要となる．一方で，道路管理者は複数の路線を同時に

管理しており，ネットワーク全体としての道路障害リ

スクを管理する視点が必要となる．本研究では，この

ようなリスク管理問題の特性に配慮し，道路障害リス

クを道路管理者が管理する路線全体にわたって，一様

に一定水準以下に抑制するような道路巡回政策につい

て検討する．

(3) 苦情とリスク管理

本研究では，定期的な道路巡回業務により除去され

るような道路障害物，例えば，補修合剤を用いて応急的

に対処されるポットホールや，直ちに回収される路上

落下物等を対象とする．道路巡回により障害物が除去

されるが，その後に発生した障害物は次回の道路巡回

が実施されるまで，路上に放置されることになる．道

路利用者や沿道住民による苦情は，道路障害物の発生

に関する情報をもたらす．苦情の対象となる障害物の

内容は多様であるが，障害物の内容によっては，その放

置が交通事故等の発生につながる可能性や利用者，沿

道住民に不効用をもたらす．そのため，苦情が発生す

れば応急対応により道路障害物が除去される．1. で言

及したように，道路巡回の頻度を多くすれば巡回費用

が増加するが，苦情の発生数は減少する．逆に，道路巡

回頻度を少なくすれば，巡回費用を低減させることが

できるが，一方で応急対応件数が増加し，応急対応費

用の増加を招くことになる．したがって，効率性の観

点にたてば，定期巡回費用と応急対応費用の総和で定

義される総費用を最小にするような最適巡回頻度を定

義することができる．苦情は道路障害物の発生に関す

る貴重な情報源の 1つではあるが，道路障害物の発生

は道路の利用状況や沿道環境に依存している．このた
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図–1 局所時点の設定

め，各道路管理単位ごとに費用最小化の観点から求め

た道路巡回政策が，望ましい道路障害リスクのリスク

管理水準を達成するとは限らない．管理対象とする路

線全体に対して包括的な視点から道路障害リスクのリ

スク管理水準を決定することが望ましい．すなわち，道

路障害リスクを効果的に管理するためには，費用効率

性とリスク管理水準の双方を同時に考慮しながら，費

用抑制と道路利用者の満足度向上を同時に達成可能な

道路巡回業務のあり方を考えていくことが重要である．

本研究では，道路障害物の発生とそれに伴う苦情の発

生過程を確率モデルを用いて表現するとともに，提案

した確率モデルを用いて望ましいリスク管理水準を維

持しながら，期待費用を可能な限り抑制しうるような

道路巡回頻度を求めることとする．

3. 階層的隠れポワソンモデル

(1) モデル化の前提条件

本研究では，小濱等3)が提案した階層的隠れポワソ

ンモデルを用いて道路障害物・苦情発生過程を記述す

る．階層的隠れポワソンモデルに関しては既発表であ

るが，以下では読者の便宜を図るためその概要を紹介

する．階層的隠れポワソンモデルを定式化するために，

図–1に示すような時間軸を導入する．道路管理者がカ

レンダー時刻 s0に道路巡回を実施し，道路障害物を取

り除く．さらに，それ以降の時刻にわたって道路巡回

を定期的に実施し，道路障害物を管理する問題を考え

る．対象とする道路は複数の単位区間により構成され

る．ここでは記述を簡略化するために，当面の間，あ

る単位区間にのみに着目して議論を進める．

いま，カレンダー時刻 s0 を初期時点 t = 0とする離

散時間軸 t = 0, 1, 2, · · · , T を導入する．離散時間軸上
の点を時点とよび，カレンダー時刻と区別する．離散

時間軸上の期間長を 1に基準化する．初期時点 t = 0に

おいて，道路巡回が実施され道路障害物が完全に取り

除かれる．時点 t = T に再び道路巡回が実施され，道

路障害物が完全に除去される．対象期間 [0, T ]における

道路障害物の累積発生個数を Lとする．対象期間にお

ける各時点 tにおける初期時点からの道路障害物の累

積発生個数を表す状態変数を Lt (t = 0, · · · , T )とする．
さらに，期間 [t, t+ 1)における苦情の発生数を表す状

態変数を g(t) = yt(yt = 0, 1, · · ·)と表記する．苦情が
発生しない場合，g(t) = 0が成立する．期間 [t, t + 1)

に苦情が発生すると，直ちに苦情の対象となった道路

障害物が取り除かれる．時点 T における道路巡回業務

により，対象とする道路に存在する道路障害物の個数

L̂(L̂ = 0, 1, · · ·)が判明し，同時に道路障害物が完全に
取り除かれる．期間 [0, T ]中に苦情により除去される障

害物が存在するため，時点 T の道路巡回業務で発見さ

れる障害物数 L̂と，期間中に発生する障害物総数 Lの

間には，L̂ ≤ Lが成立する．この時，期間 [t, t+ 1)内

の道路障害物に関する情報は獲得できないが，道路障

害物に関して，

L0 = 0 ≤ · · · ≤ Lt ≤ Lt+1

≤ · · · ≤ LT−1 ≤ L (1a)

L = L̂+

T−1∑
t=0

g(t) (1b)

が成立する．式 (1a)は，対象期間における道路障害物

の累積発生個数は時点 tの進行に対して単調非減少で

あり，式 (1b)は，道路障害物の累積発生個数は，時点

T における道路巡回業務で確認された道路障害物の個

数と対象期間内において苦情により取り除かれた道路

障害物の個数の和であることを示す．

(2) 道路障害物の到着過程

道路障害物が対象とする単位区間にポワソン過程に

従って到着すると考える．さらに，対象期間における

単位道路区間の使用環境を表す特性ベクトルを x =

(x1, · · · , xQ)と表す．Qは特性ベクトルの数を表す．到
着率 λが特性ベクトル xに依存すると考え，

λ = xβ (2)

と表記する．ただし，β = (β1, · · · , βQ)′は未知パラメー

タベクトルである．記号 ′は転置操作を表す．単位期間
[t, t+1)の期間長を 1に基準化した場合，単位道路区間

にm個の道路障害物が到着する確率は，ポワソン分布

p(mt|λ) = exp(−λ) (λ)
mt

mt!
(3)

と表すことができる．

(3) 階層的隠れポワソン過程

道路巡回業務，および各時点 t = 0, · · · , T に発生する
苦情とそれに対する対応状況に関する情報により，対

象期間中に発生する道路障害物の累積発生個数L，およ

び時点 T における道路巡回業務で確認された道路障害

物の個数 L̂に関する情報を獲得することができる．し
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かし，時点 t (t = 1, · · · , T − 1)においては，道路障害

物の個数に関する情報を獲得できない．ここで，期間

[t, t+ 1)に着目する．期間 [t, t+ 1)の期首に，当該期

における道路障害物が到着すると考え，時点 tにおい

て路上に放置されている道路障害物の個数を ltと表す．

路上に放置された障害物個数 lt は，観測者に観察でき

ない確率変数であるが，ひとまず道路障害物の個数 lt

が既知であると仮定する．

いま，時点 t (t = 0, · · · , T − 1)において苦情が発生

し，取り除かれた道路障害物の個数 g(t) = ytも観測さ

れている．一方，時点 t (t = 1, · · · , T − 1)において存

在する道路障害物の個数に関する情報は獲得できない

が，時点 T において巡回業務が実施されることにより，

式 (1a),(1b)が成立することは保証される．ここで，期

間 [t, t+ 1)において苦情が到着率 ν(lt) > 0

ν(lt) = ztα (4)

で表されるポワソン過程に従って生起すると考える．た

だし，zt = (lt, z)であり，z = (z1, · · · , zP )は，説明
変数ベクトルである．α = (α0, α1, · · · , αP )′ と表記す

る．P は説明変数の数を表す．α0は説明変数 ltに対す

る係数パラメータである．ν(lt)は，期間 [t, t+ 1)に対

して定義されている．この時，苦情が時点 tにおいて平

均 ν(lt)のポワソン過程に従って到着すると考える．期

間 [t, t+ 1)の期間長が 1に基準化されていることによ

り，期間 [t, t+1)中に yt個の苦情が発生する条件付き

確率 π(yt|lt)は，

π(yt|lt)

= exp {−ν(lt)}
{ν(lt)}yt

yt!
(5)

と表すことができる．ただし，0! = 1である．lt = 0

の時は苦情が発生しないため，π(yt|0)は定義されない
が，便宜上，π(yt|0) = 0とする．また，同一障害物に

対する複数の苦情は，単一の苦情とみなすこととする．

ここで，

π̂(yt|lt) =
π(yt|lt)∑lt

yt=0 π(yt|lt)
　 (6)

を定義すれば，式 (5)に関して

lt∑
yt=0

π̂(yt|lt) = 1 (lt = 1, 2, · · ·) (7)

が成立する．

(4) 尤度の定式化

初期時点 t = 0 において道路障害物の個数が 0 で

あり，時点 t (t = 0, · · · , T − 1) における観測値ベク

トル ξ̄ = {ȳ, x̄, z̄, L̂} が観測される条件付き確率 (尤

度)L(ξ̄,θ)を定義する．ただし，観測値ベクトル ξ̄は，

苦情発生数ベクトル ȳ，道路区間の使用環境を表す特

性ベクトル x̄，苦情の発生に影響をおよぼす説明変数

ベクトル z̄，および，道路障害物の個数 L̂によって構

成される．また，記号「　̄」は観測値であることを意

味し，θ = (α,β)は未知パラメータベクトルを意味す

る．尤度 L(ξ̄,θ)を，時点 t0 に巡回業務を実施して道

路障害物を取り除いたという条件の下で，1) 対象期間

において苦情発生数ベクトル ȳが測定され，2)　最終

時点 T に道路障害物の個数 L̂が観測される条件付き確

率（尤度）の積として定義する．尤度 L(ξ̄,θ)は，

L(ξ̄,θ) =
T−1∏
t=0

π(ȳt|lt, z̄)p
(
mt|λ

)
(8a)

mt = Lt+1 − Lt

0 = L0 ≤ · · · ≤ Lt ≤ · · · ≤ LT = L̄

Lt+1 = L̂t +
∑t

i=0 ȳi

L̄ = L̂+
∑T−1

i=0 ȳi

(8b)

と定義できる．上式で定義した尤度を用いることによ

り，1) 除去された道路障害物は，前回の道路巡回の実

施時点から苦情の発生時点までに生起し，2) 当該の障

害物の発生確率は，苦情の発生時刻に近くづくほど大

きい，という道路障害物の発生過程の特性を表現する

ことが可能となる．

階層的隠れポワソンモデルの尤度関数 (8a),(8b)は，

パラメータに関して高次の非線形多項式となっており，

1階の最適化条件が (複素数解を含めて)非常に多くの

解を有している7)．当然のことながら，苦情の発生確率

π(ȳt|lt)，道路障害物の発生確率 p(Lt+1 −Lt|λ)の推計
値は実数解でなければならない．さらに，これらの確

率の推計値として，数ある実数解の中から 0と 1の間

にある解を選択しなければならない．最尤法の代わり

にベイズ推計法を用いれば，高次の非線形多項式を解

く問題を回避できる．しかし，尤度関数 (8a),(8b)が，

極めて多くの項を含んでおり，計算量が膨大になって

しまう欠点がある8),9)．このような最尤法の難点を克服

するために，尤度関数の完備化操作が必要となる．完

備化操作を用いた階層的隠れポワソンモデルの推計方

法の詳細は参考文献3)に譲ることとする．

4. 最適巡回政策モデル

(1) 道路障害物の発生・除去過程

再び，カレンダー時刻 s0 を初期時点 t = 0とする離

散時間軸 t = 0, 1, 2, · · · ,∞を考える．対象とする道路
において，離散時間軸上で道路巡回業務が実施される時

点を t = 0, つぎの道路巡回が実施される時点を t = T

と表す．道路巡回時点 t = 0および t = T において，道

路障害物が完全に取り除かれる．連続する 2つの道路巡

回が実施される間の期間長 T は政策変数であるが，当

面の間与件と考える．各期間 [t, t + 1) (t < T )におい
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てイベントが発生する順序関係を，以下のようにモデ

ル化する．すなわち，1) 各期間の期首に当該期におけ

る道路障害物が到着する．2) 当該期の期首に路上に存

在する道路障害物を与件として，苦情事象が到着する．

3) 苦情が発生した道路障害物は除去される．苦情が発

生しなかった道路障害物は路上に放置され，つぎの期

間の期首まで持ち越される．初期時点 t = 0から最終

時点 t = T に至るまでの各期間において，路上に存在

する道路障害物数の推移過程をマルコフ連鎖モデルを

用いて表現する．

いま，状態変数 lt (lt = 0, 1, · · · ,M)を用いて，時点

tに路上に存在する道路障害物数を表現する．ただし，

M は十分大きな正の整数である．各期間の期首にポワ

ソン分布に従って道路障害物が到着する．したがって，

理論的には状態変数の数は無限大となるが，状態変数の

数M を十分大きくとっておけば，実用的には問題がな

い．いま，期間 [t, t+1)の期首を考える．期間 [t−1, t)

において，l̂t−1(l̂t−1 = 0, 1, · · · ,M)個の道路障害物が

路上に放置されると考える．期間 [t, t+1)の期首に，式

(3)に従って道路障害物がポワソン到着する．すなわち，

当該期間の期首に mt (mt = 0, 1, · · ·)個の道路障害物
が到着する確率は

p(mt|λ) = exp(−λ)λ
mt

mt!
(9)

と表される．この時，道路障害物の到着事象によって，

路上に存在する道路障害物数は変化する．道路障害物

が到着した直後の時点で定義した道路障害物数を状態

変数 lt (lt = 0, · · · ,M)と表せば，状態変数 l̂t−1から状

態変数 lt への推移確率 pl̂t−1,lt
は

pl̂t−1,lt

=


p(mt|λ) lt = mt + l̂t−1 < M

1−
∑M−l̂t−1

mt=0 p(mt|λ) lt =M

0 それ以外

(10)

と定義される．推移確率 pl̂t−1,lt
を (l̂t−1, lt)要素とする

(M + 1)× (M + 1)行列を pと表記する．

つぎに，期間 [t, t+ 1)の期首に lt個の道路障害物が

存在している場合を考える．期間 [t, t+ 1)において苦

情が到着率 ν(lt) > 0で表されるポワソン過程に従って

生起する．この時，期間 [t, t+1)中に yt個の苦情が発

生する条件付き確率 π̂(yt|lt)は式 (6)で表現される．苦

情が発生した道路障害物は直ちに除去される．また，苦

情が発生しなかった道路障害物は路上に放置され，次の

期間の期首まで持ち越される．このため，期間 [t, t+1)

の期首に路上に存在する lt個の道路障害物の内，yt個

が期間 [t, t+1)の内に除去され，残りの l̂t = lt − yt個

が時点 t+1の道路障害物として放置される．したがっ

て，苦情発生に伴う応急対応業務により，路上に放置

される道路障害物の数が ltから l̂tへ推移する確率 πlt,l̂t

は

πlt,l̂t =

{
π̂(yt|lt) l̂t = lt − yt

0 それ以外
(11)

と表される．推移確率 πlt,l̂t を (lt, l̂t)要素とする (M +

1)× (M + 1)行列を πと表記する．さらに，推移確率

行列Πを推移確率行列 p，πを用いて

Π = pπ (12)

と定義する．この時，時点 t (t = 1, · · · , T )において，
前期の期末から l̂t−1 個の道路障害物が路上に放置され

たまま残る確率を µ̂t(l̂t−1)，時点 t (t = 0, · · · , T )にお
いて期間 [t, t+ 1)における道路障害物が到着した後に

lt 個の道路障害物が路上に存在する確率を µt(lt)と表

せば，路上放置確率ベクトル µ̂t = {µ̂t(0), · · · , µ̂t(M)}，
µt = {µt(0), · · · , µt(M)}はそれぞれ，

µ̂t = µ̂0(Π)t (13a)

µt = µ̂0(Π)tp (13b)

と表される．ただし，µ̂0 = (1, 0, · · · , 0) である．式
(13a)，(13b) で表されるように，道路障害物の発生・

除去過程は，推移確率行列Π，および pを用いたマル

コフ連鎖モデルを用いて定式化できる．

(2) リスク管理指標

a) 道路障害物放置数のVaR

ある道路区間に着目する．巡回間隔を T とした時に，

期間 [t, t+ 1)の期首に道路障害物の個数 ltがある許容

水準（以下，リスク管理限界と呼ぶ）L以上となる確

率は，

Pα(lt ≥ L|T ) =
M∑

u=[L]

µt(u) (14)

と表される．ただし，[L]は Lを超える整数の中で最小

の整数を表す．道路障害物発生過程には，不確実性が存

在するため，リスク管理限界を常に満足するとは限ら

ない．そこで，巡回時に路上に放置されている障害物の

個数がリスク管理限界を超過する確率を ωα以下に抑制

することを目標とする場合を考える．確率 ωαは，道路

障害物放置リスクを表す指標であり，障害物放置信頼

水準と呼ぶこととする．ここで，障害物放置信頼水準

ωαと道路巡回間隔 T を所与とした際の，期間 [t, t+1)

の期首における道路障害物放置数に関するVaR (Value

at Risk) 指標 VaRα
ωα

(T )を，

VaRα
ωα

(T )

= argmax
L

{
L
∣∣Pα(lt ≥ L|T ) ≤ ωα

}
(15)

と定義する．ただし，argは，式 (15)の右辺を最大にす

る Lを指定する記号である．このように，道路障害物

放置リスクは，障害物放置信頼水準 ωαとリスク管理限
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界 Lという 2つのパラメータを用いて表現できる．こ

こで，集合 Ωα
ωα

(L)を，

Ωα
ωα

(L) =
{
T
∣∣∣VaRα

ωα
(T ) ≤ L

}
(16)

と定義する．集合 Ωα
ωα

(L)は，「障害物放置信頼水準 ωα

の下で，道路障害物の放置数をリスク管理限界 L以下

に抑えることが可能な道路巡回間隔 T の集合」を表し

ている．

b) 苦情発生数のVaR

期間 [t, t+1)において苦情が yt個発生する無条件確

率 ψt(yt)は，

ψt(yt) =
M∑

lt=0

π̂(yt|lt)µt(lt) (17)

と表すことができる．したがって，期間 [0, t+ 1)にお

いて苦情が yt個発生する確率Ψt(yt)は，苦情の無条件

発生確率 (17)，および期間 [0, t)において苦情が yt−1

個発生する確率 Ψt−1(yt−1)を用いて，再帰的に

Ψt(yt) =
∑

0≤ρ≤min{yt,Y }

ψt−1(ρ)Ψt−1(yt − ρ) (18)

と定義される．ただし，期間 [0, t+1)における苦情発生

数 ytの定義域は，0 ≤ yt ≤ Y となる．ただし，Y は十

分大きい正の整数である．つぎに，期間 [0, t+1)におけ

る苦情の発生確率ベクトルをΨt = {Ψt(0), · · · ,Ψt(Y )}
と表す．ただし，Ψt(Y ) = 1−

∑Y−1
yt=0 Ψt(yt)と表す．さ

らに，行列 ψt−1 を

ψt−1

=


ψt−1(0) ψt−1(1) · · · ψt−1(Y )

0 ψt−1(0) · · · ψt−1(Y − 1)
...　 0 · · · ψt−1(1)

0 0 · · · ψt−1(0)

(19)
と定義する．この時，式 (18)をベクトル表記すれば

Ψt = Ψt−1ψt−1 (20)

と表される．これより，Ψt は

Ψt = Ψ0

t−1∏
t=0

ψt (21)

と表される．ある道路区間に着目し，巡回間隔 T を与

件とする．期間 [t, t+1)において苦情発生数 ytがリス

ク管理限界 Y 以上となる確率は，

Pβ(yt ≥ Y |T ) =
M∑

u=[Y ]

Ψt(u) (22)

と表される．ただし，[Y ]は Y を超える整数の中で最

小の整数を表す．苦情発生過程には，不確実性が存在

するため，所与のリスク管理限界を常に満足するとは

限らない．確率 ωβ は，苦情発生リスクを表す指標であ

り，苦情発生信頼水準と呼ぶこととする．ここで，苦

情発生信頼水準 ωβ と道路巡回間隔 T を所与とした際

の，期間 [t, t+1)における苦情発生数に関するVaR指

標 VaRβ
ωβ

(T )を，

VaRβ
ωβ

(T )

= argmax
y

{
y
∣∣Pβ(yt ≥ y|T ) ≤ ωβ

}
(23)

と定義する．ただし，argは，式 (23)の右辺を最大に

する yを指定する記号である．集合 Ωβ
ωβ

(Y )を，

Ωβ
ωβ

(Y ) =
{
T
∣∣∣VaRβ

ωβ
(T ) ≤ Y

}
(24)

と定義する．集合Ωβ
ωβ

(Y )は，「苦情発生信頼水準 ωβ の

下で，苦情の発生数をリスク管理限界 Y 以下に抑える

ことが可能な道路巡回間隔 T の集合」を表している．こ

のように，苦情発生リスクは，信頼水準 ωβ とリスク管

理限界 Y という 2つのパラメータを用いて表現できる．

当然のことながら，信頼水準，リスク管理限界を小

さくすればするほど，道路巡回頻度を増加させること

が必要となり，巡回費用が増加することを意味する．道

路管理者は，信頼水準とリスク管理限界を設定するこ

とにより，最適巡回間隔を決定することができる．

(3) 期待総費用

通常，道路巡回は，複数の道路区間から構成されて

いる管理基本区間ごとに実施される．いま，管理する道

路網において，ある管理基本区間に着目し，道路巡回

費用および苦情発生による応急対応費用の和である総

費用の期待値を考える．まず，管理基本区間に含まれる

ある単位道路区間 j(j = 1, 2, · · · , J)を巡回間隔 T で巡

回した際の 1日あたりの期待総費用を算出する．期間

[t, t+1)の期首に道路障害物が ljt 個存在したとする．苦

情の発生により発生数に応じた道路障害物が除去され，

存在していた道路障害物 ljt 個から苦情の発生数 yjt に対

応する道路障害物 yjt 個を取り除いた，残りの l̂jt 個が道

路障害物として次の期間の期首まで放置される．苦情

発生による応急対応 1件につきトリップ費用 Cj
tr がか

かるとすると，期間 tにおける期待応急対応費用 θj(t)

は，

θj(t) =
M∑

l̂t=0

M∑
lt=0

µj
t (lt)π

j

ljt ,l̂
j
t

(ljt − l̂jt )C
j
tr (25)

となる．ただし，πj

ljt ,l̂
j
t

は苦情発生に対する応急対応に

より変化する道路障害物の放置個数の推移確率であり，

式 (11)で定義される．また，ljt − l̂jt は苦情の発生数で

ある．したがって，道路巡回 1回あたりの巡回費用を

Cpt とすれば，ある管理基本区間を道路巡回間隔 T で

巡回した際の，1日あたりの期待総費用 Ec[T ]は，

Ec[T ] =
{ J∑

j=1

T−1∑
t=0

θj(t) + Cpt

}
T−1 (26)

と表すことができる．
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表–2 道路障害物および苦情データ概要

人口集中地区（DID 地区） 市街地 平地 山地 平均 合計 備考

a) 道路総延長 (km) 264.5
b) 道路区間数（1km/区間） 32 47 142 29 - 250
c) 平均貨物車交通量 (台) 7,080 6,900 5,811 5,361 6,126 -
d) 平均旅行速度 (km/h) 26 36 40 44 38 -
e) 障害物個数 939 1,947 5,703 1,055 - 9,644
f) 障害物個数区間平均 29.3 41.4 40.2 36.4 38.6 - e)/b)
g) 苦情発生件数 47 46 105 8 - 206
h) 苦情発生件数区間平均 1.469 0.979 0.740 0.276 0.824 - g)/b)
i) 苦情件数/障害物個数 0.050 0.024 0.018 0.008 0.021 - g)/e)

表–1 苦情分類

道路障害物 道路構造物

動物死骸 落下物 ポットホール 路面凹凸 その他
(騒音・振動)

113 93 13 41 71

付属物 交通事故 合計
故障・損傷 撤去 その他

80 10 43 6 470

(4) 最適巡回政策モデルの定式化

2. (2)で言及したように，道路巡回費用と期待応急

対応費用の間にはトレードオフの関係がある．したがっ

て，費用効率性の観点にたてば，定期巡回費用と期待

応急対応費用の総和で定義される期待総費用を最小に

するような最適巡回間隔を求めることができる．苦情

は道路障害物の発生に関する貴重な情報源の 1つでは

あるが，苦情によりすべての道路障害物の発生を確認

できるわけではない．応急対応によって除去されない

道路障害物が路上に放置される可能性が存在する．こ

のため，各道路管理単位ごとに費用最小化の観点から

求めた道路巡回政策が，道路障害物放置リスク，苦情発

生リスクの観点から，望ましいリスク管理水準を達成

するとは限らない．道路巡回業務の効率化と適正化を

達成するためには，費用効率性と道路利用者の安全性

を同時に達成するような道路巡回間隔を検討すること

が重要である．道路障害物放置リスクのリスク管理水

準，苦情発生リスクのリスク管理水準として，既に 4.

(2)で VaRを定義している．これらリスク管理水準を

保証しつつ，期待総費用を可能な限り小さくするよう

な道路巡回間隔を求めることとする．

いま，ある管理基本区間において，政策変数である

巡回間隔を T と表す．実行可能な巡回政策の集合をD

とすると，管理基本区間ごとにリスク管理水準を保証

しつつ，期待総費用を可能な限り小さくするような最

適巡回間隔を求める最適巡回政策モデルは，

min
T∈D

Ec[T ] (27a)

subject to

T ∈ Ωα
ωα

(L) (27b)

T ∈ Ωβ
ωβ

(Y ) (27c)

と定式化できる．

5. 適用事例

(1) 対象道路区間の概要

最適巡回政策モデルを現実の国道における道路巡回

問題に適用する．表–1は，適用事例としてとりあげた

国道（総延長は 264.5km）において，ある 1年間に記

録された苦情の発生数（それに対する応急処理件数）を

表す．苦情は，道路障害物，道路構造物，付属物，交通

事故に分類されており，総数が 470件である．これら

のうち，道路障害物に着目すると動物死骸に関連する

苦情が 113件，落下物が 93件で総数 206件となってお

り，総苦情発生数の約 44%を占めている．これは，そ

れ以外の道路構造物に関連する苦情（約 27%），付属物

（約 28%），交通事故（約 1%）と比較しても顕著であ

る．本適用事例では道路障害物の発生に伴って生じる

苦情に着目して議論を進めていく．階層的隠れポワソ

ンモデルの推計にあたっては，基本道路区間を 1kmに

設定した．さらに，対象道路の総延長 264.5kmのうち，

一部区間設定が困難な道路区間を除外した結果，合計

250個の基本道路区間を設定した．表–2に，道路障害

物と苦情に関するデータ概要を示す．

(2) 階層的隠れポワソンモデルの推計

本研究では小濱等3)が推計した階層的隠れポワソンモ

デルを採用する．MCMC法を用いたモデルの推計方法

や推計結果の詳細に関しては小濱等3)を参照して欲し

い．表–3に，階層的隠れポワソンモデルのうち，道路

障害物に対するポワソン発生モデル（下位モデル）の推

計結果を示す．本研究においては，道路障害物の個数が

苦情の発生過程に影響を及ぼすという関係を明示化す

るために，道路障害物の発生に対するポワソンモデル

を下位モデル，苦情の発生に対するポワソンモデルを
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表–5 マルコフ推移確率行列

障害物個数 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0 0.9923 0.0076 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
1 0.0014 0.9909 0.0076 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
2 0.0000 0.0020 0.9903 0.0076 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
3 0.0000 0.0000 0.0030 0.9894 0.0076 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
4 0.0000 0.0000 0.0000 0.0043 0.9881 0.0076 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
5 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0062 0.9861 0.0076 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
6 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0090 0.9833 0.0076 0.0000 0.0000 0.0000
7 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0001 0.0131 0.9793 0.0075 0.0000 0.0000
8 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0002 0.0189 0.9734 0.0074 0.0000
9 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0004 0.0273 0.9649 0.0074
10 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0008 0.0395 0.9596

表–3 ポワソンモデルの推計結果（道路障害物：下位モデル）

定数項 旅行速度 貨物車交通量

(km/h) (台/日)

標本平均 −6.595 1.307 1.034
推計値 90 ％信頼区間 −6.672 1.234 0.947

−6.523 1.390 1.125
Geweke 検定量 −0.133 0.119 0.114

対数尤度 17,436
AIC −34,868

表–4 ポワソンモデルの推計結果（苦情：上位モデル）

定数項 土地区分 障害物発生数

DID・市街地

標本平均 −7.696 0.757 1.875
推計値 90 ％信頼区間 −7.960 0.531 0.744

−7.418 0.971 2.633
Geweke 検定量 0.157 0.014 −0.155

対数尤度 −1619.0
AIC 3246.0

上位モデルと呼ぶ．道路台帳等から利用可能な道路構

造や道路環境を表す変数（例えば，交通量，旅行速度，

交差点数，ひび割れ率など，合計 49変数）を網羅的に

組み合わせてモデルを推計した． これらのモデル群の

中から，各パラメータの推計値が，符号条件やGeweke

検定統計量による収束条件を満たすモデルの AICを計

算し，AICの値が最も低くなるモデルを選択した．そ

の結果，旅行速度と貨物車交通量の 2つを説明変数と

して採用した．なお，各説明変数は最大値を 1として基

準化している．また，MCMC法によるサンプリング過

程の定常性をGeweke検定統計量10)を用いて判定した．

Geweke検定統計量の絶対値はいずれも 1.96を下回っ

ており，有意水準 5%で「定常状態に収束している」と

いう仮説を棄却できない．表–3のパラメータ推計値の

標本平均を用いて，道路障害物発生過程をポワソン過

程としてモデル化する．ある道路区間における道路障

害物の到着率は具体的に

λ = exp(−6.595 + 1.307x1 + 1.034x2) (28)

と表現することができる．x1は旅行速度，x2は貨物車

交通量である．

苦情発生モデル (上位モデル) の推計結果を表–4に

示す．推計の結果，土地区分（DID地区・市街地か，否

か），障害物発生数が説明変数として採用された．ただ

し，土地区分は定性パラメータであることから，DID

地区および市街地を 1，それ以外（平地，山地）を 0と

するダミー変数を与え，障害物の発生数は 5個が 1と

なるように基準化している．土地区分に関する未知パ

ラメータの推計値が正値であることから，DID地区と

市街地の方が苦情発生確率が大きくなる．障害物発生

数に関しても，未知パラメータが正値であり，障害物

の発生が多くなると苦情発生率が増加することがわか

る．表–4のパラメータ推計値の標本平均を用いて，苦

情の発生過程をポワソン過程としてモデル化する．苦

情到着率は具体的に

µ(lt) = exp(−7.696 + 0.757x1 + 1.875l̄t) (29)

と表現できる．x1 は土地区分，l̄t は基準化後の道路障

害物の発生数である．

このように，階層的隠れポワソンモデルを用いるこ

とにより道路障害物発生率と苦情発生率の相互関係を

考慮した上で，障害物発生数に応じた苦情の発生確率

を算出することが可能となる．

(3) 分析結果の考察

階層的隠れポワソンモデルの推計結果を用いて，苦情

の発生確率分布，道路障害物の発生確率分布を求めた．

これらの確率分布に基づいて，道路障害物の発生・除

去過程をマルコフ連鎖モデルを用いて表すことができ

る．マルコフ連鎖モデルの推移確率行列の各要素は，式

(10),(11)により定義される．期間 [t− 1, t)の期末にお

ける路上放置障害物数 l̂t−1を与件として，期間 [t, t+1)
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表–6 定常状態における道路障害物の個数分布

個数 確率　 個数 確率

0 0.0021 6 0.2046
1 0.0117 7 0.1175
2 0.0439 8 0.0464
3 0.1133 9 0.0126
4 0.2009 10 0.0023
5 0.2446

の期首における道路障害物の発生，苦情に対する応急

処置により，当該期間の期末に路上放置される道路障

害物数 l̂tに推移する確率で構成される推移確率行列Π

を推定した結果を表–5に示す．表–5でとりあげた道

路区間は全道路区間の中で特に道路障害物の発生確率，

および苦情の発生確率が大きな区間である．ここでは，

状態変数の数をM = 10に設定している．

表–5 より，路上放置された道路障害物の推移確率

Πl̂t−1,l̂t
は，0 ≤ l̂t−1 ≤ 5の時，Πl̂t−1 l̂t+1 > Πl̂t−1 l̂t−1

が成立する．一方，6 ≤ l̂t−1 ≤ 10においては，逆の関

係が成立する．このことより，当該区間においては，か

りに苦情による応急対応のみで道路障害物の除去を行

なった場合，道路に放置される道路障害物の数は概ね

5個を中心として分布することが推察できる．実際に，

路上放置される道路障害物の定常確率分布を，

µ̂ = µ̂Π (30)

を満足するような確率ベクトル µ̂を用いて定義した場

合，表–6に示すような定常確率ベクトルを得ることが

できた．この結果より，定期的な道路巡回を実施せず，

苦情に対する応急対応のみで道路障害物を除去した場

合，確率 0.65で 4～6個の道路障害物が放置されている

ことを理解できる．すなわち，応急対応業務のみでは

道路障害物をすべて除去することは不可能であり，定

期的に道路巡回を実施して，すべての道路障害物を除

去することが必要であることが理解できる．なお，確

率ベクトル µ̂tに関する状態変数の数をM = 10に設定

しているが，路上放置される道路障害物の個数は概ね

10個以下の状態で分布しており，本事例に関する限り

M = 10という設定は実用的に問題ないと考える．つ

ぎに，定期的な道路巡回を実施した後に，時間の経過

に伴う路上放置確率 µtの変化パターンを分析した結果

を図–2に示している．道路巡回が実施された直後は道

路障害物の放置数は 0個であるが，時間とともに道路

障害物が放置される確率が増加していく．同区間にお

いて，道路巡回後に 4日が経過すれば，路上に少なく

とも 1個の道路障害物が放置される確率が 0.5となる．
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図–2 路上放置確率の経時変化

図–3 巡回間隔と VaRα
ωα

(T )の関係

a) VaR指標

本事例で対象とする道路区間の中で特に道路障害物の

発生確率が大きな 1区間を取り上げ，VaR指標を求めた．

対象道路区間の道路特性は，旅行速度が 73.6(km/h)，貨

物車交通量が5311(台/日)，土地区分がDID・市街地であ

る．障害物放置信頼水準ωαを 0.05，あるいは 0.01に設

定するとともに，道路障害物放置数のVaRα
ωα

(T )と巡回

間隔の関係を分析した．その結果を図–3に示している．

図中，赤色の実線が信頼水準 ωα = 0.01に対応し，青色

の破線がωα = 0.05に対応している．いずれの信頼水準

においても，巡回間隔を短くすると VaRα
ωα

(T )の値は

小さくなる．また，信頼水準を小さくするとVaRα
ωα

(T )

は大きくなり，同一のリスク管理水準を満足するために

は巡回間隔を短くしなければならない．ωα値を 0.01か

ら 0.05に緩和することにより，巡回間隔が 0.25日，2.0

日，4.7日のときにVaRα
0.05(T )は，それぞれ「1 → 2」，

「2 → 3」，「3 → 4」へ変化する．本分析結果を用いて，

道路管理者は VaRα
ωα

(T )の値を設定すれば，それに対

応する最適巡回間隔を求めることができる．
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図–4 苦情発生確率の経時変化

図–5 巡回間隔と VaRβ
ωβ

(T )の関係

式 (13a),(13b) に示したマルコフ連鎖モデルを用い

て，期間 [t, t + 1) における苦情発生数の無条件確率

ψt(yt)，時点 tにおける路上放置確率ベクトル µt，期

間 [0, t + 1)における苦情発生数の累積確率分布Ψt =

(Ψt(0), · · · ,Ψt(Y ))を求めることができる．図–4は，道

路巡回実施後に経過した時間 tとΨtの関係を示してい

る．対象とする道路区間では，道路巡回実施後 6.5日後

に，少なくとも苦情が 1件以上発生する確率が 0.1を超

えることがわかる．図–5に，苦情発生信頼水準を 0.05，

あるいは 0.01に設定し，その場合における苦情発生数

に関する VaRβ
ωβ

(T )と巡回間隔の関係を分析した結果

を示している．道路障害物放置数の場合と同様に，信

頼水準を小さくすると苦情発生数の VaRβ
ωβ

(T )は大き

くなり，同一のリスク管理水準を満足するためには巡

回間隔を短くしなければならないことがわかる．また，

ωβ = 0.05と設定した場合に着目すると，巡回間隔が

4.4日の時に VaRβ
0.05(4.4)は 1から 2へと増加する．

表–7 費用設定

トリップ費用 (千円) 巡回費用 (千円)

路線 A 10 104
路線 B 11 105
路線 C 11 111
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0

50

100

150

200

250

300

巡回間隔(日)
期

待
費
用

(千
円

)
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道路巡回費用
応急対応費用

図–6 路線 Aにおける期待費用

b) 期待総費用

本事例では，道路区間 250区間に対して管理基本区

間が 3つ定められており，各管理基本区間に対して個

別に道路巡回が実施されている．3つの管理基本区間を

それぞれ路線A，路線 B，路線 Cとすると，路線 Aに

69区間，路線 Bに 85区間，路線 Cに 96区間が含ま

れる．表–7に，各路線におけるトリップ費用，道路巡

回 1回あたりの巡回費用を示している．以下では路線

Aに焦点を絞り，議論を進めることとする．路線 Aに

おける巡回間隔と期待費用の関係を図–6に示す．黒色

の点線は 1日あたりの道路巡回費用であり，青色の破

線は 1日あたりの応急対応費用，赤色の実線は期待総

費用を表す．期待総費用は，1日あたりの道路巡回費用

と 1日あたりの応急対応費用の和である．図–6に示す

ように，巡回間隔を減らすと応急対応費用は小さくな

るが，道路巡回費用は大きくなる．一方で，巡回間隔を

増やすと，道路巡回費用は小さくなるが，応急対応費

用は大きくなる．したがって，道路巡回費用と応急対応

費用の間にはトレードオフの関係が存在することがわ

かる．また，道路巡回費用が巡回間隔に対して単調減

少，応急対応費用が単調増加であるため，期待総費用

のグラフは凸形となり，期待総費用を最小とするよう

な巡回間隔が存在することが保証される．路線 Aにお

いて，道路障害物に関するリスク管理水準を考慮せず，

期待総費用のみを最小とするような巡回間隔は図–6よ

り 1.9日であり，期待総費用は 80.1千円である．
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c) リスク管理水準と最適巡回政策

リスク管理水準を考慮に入れた最適巡回政策につい

て分析する．道路巡回業務は管理基本区間ごとに実施

されるため，最適巡回間隔は管理基本区間ごとに異な

る．以下では路線 Aに着目し最適巡回間隔を求めるこ

ととする．5.3a)で分析した VaR指標は，基本道路区

間を単位とした局所的な評価指標である．道路障害物

の放置は，路線を通過する道路交通だけでなく，各基本

道路区間を主として利用する沿道住民に対して事故リ

スクに繋がる危険性がある．このため，道路障害物に

関わるリスクは，すべての基本道路区間に対して一様

に一定の水準以上を確保することを管理目標に設定す

ることが望ましいと考える．このような立場から，本

研究では各路線のVaR指標を，当該の路線に含まれる

道路区間の中で最悪のVaRを用いて定義すれば，巡回

間隔 T とした時の路線の VaR指標は，

˜VaR
α

ωα
(T ) = max

j
VaRα

ωα
(T, j) (31)

˜VaR
β

ωβ
(T ) = max

j
VaRβ

ωβ
(T, j) (32)

と定式化できる．ただし，VaRα
ωα

(T, j) は，着目する

路線に含まれる道路区間 j(j = 1, · · · , J) を巡回間隔
T で巡回した際の道路障害物放置数に関する VaR 指

標値であり，VaRβ
ωβ

(T, j)は，路線 Aに含まれる道路

区間 j を巡回間隔 T で巡回した際の苦情発生数に関す

る VaR指標値である．図–7は，ωα = 0.05としたと

きの ˜VaR
α

0.05(T )と期待総費用の関係を示す．図中の各

点に対して，それを実現する巡回間隔が一意的に対応

する．図–7において赤色の破線より左側の部分では，
˜VaR

α

ωα
(T )の値を減少させるためには期待総費用が増

加し，パレート最適な道路巡回政策の領域であること

が理解できる．道路管理者は ˜VaR
α

ωα
(T )，および期待総

費用の関係を比較考量しながら最適巡回間隔を求める

ことが必要となる．たとえば， ˜VaR
α

ωα
(T )を 1に抑え

るための期待総費用は 356千円であり，このときの巡

回間隔は 0.3日である．また， ˜VaR
α

ωα
(T )を 2に抑える

ための期待総費用は 80.1千円であり，巡回間隔は 1.9

日となる．苦情発生リスクに関しても同様の分析を実

施することができる．図–8は ωβ = 0.05としたときの
˜VaR

β

0.05(T )と期待総費用の関係を示す．本事例におい

ては，苦情の発生確率が小さいために，苦情発生リス

クを抑えるための最適巡回間隔が存在し，巡回間隔が

1.9日の時に VaRβ
0.05(1.9) = 1となる．

以上の分析結果より，路線 Aに関して，道路管理者

が ˜VaR
α

ωα
(T ) = 2を許容した場合，1.9日，すなわち概

ね 2日間隔で道路巡回を実施することにより，道路障

害物放置リスクと苦情発生リスクのリスク管理水準を

満足しながら，期待総費用を最小化することができる．

さらに，5.3b) の分析結果より，リスク管理水準を考

1 2 3 4 5 6
0

100

200

300

400

500

600

VaR　　(T)

期
待
総

費
用
(千

円
)

 

 

ω =0.05

0.05

α

巡回間隔1.9日
期待総費用80.1千円

～

α

巡回間隔0.3日
期待総費用356千円

図–7 ˜VaR
α
0.05(T )と期待総費用の関係

1 2 3
0

100

200

300

400

500

600

VaR  　(T)

期
待
総

費
用
(千

円
)

 

 

ω =0.05

巡回間隔1.9日
期待総費用80.1千円

β
0.05

～

β

図–8 ˜VaR
β
0.05(T )と期待総費用の関係

慮しない条件の下でも期待総費用の最小化を達成する

ことが保証される．なお，道路管理者が道路障害物放

置数に関する ˜VaR
α

ωα
(T )を 2未満に抑制することを目

指す場合，巡回間隔をより短縮することが必要となる．

しかし，期待総費用が増加することを覚悟することが

必要となる．

(4) 今後の展開

本研究で提案した最適巡回政策モデルは，道路巡回

業務の高度化，合理化のための政策評価の道具として

有用であると考える．社会基盤施設の維持管理に関す

る活動は，例えば予算計画や点検（日常パトロールや

定期点検），補修工事等，数多く存在する．坂井等11)

は，ロジックモデルを用いて，維持管理業務の実施が維

持管理の目標や成果に及ぼす因果関係を論理的に記述

している．ロジックモデルは，予算執行，点検の実施，

補修の実施といった活動（インプット）が，安全性や

快適性の確保等で示される維持管理の最終目標の達成

のための影響を計測するためのツールである．同時に，
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成果（アウトカム）の達成状況を定期的にモニタリン

グし，システム全体の改善を行うためのインプットの

見直しを行う．その際に，道路維持管理業務の高度化の

ための政策評価が重要な課題となるが，本研究で提案

した最適巡回政策モデルは道路巡回政策（インプット）

の政策評価のために重要な役割を果たすことになる．

ロジックモデルは，階層的マネジメントサイクルの

上位に位置する評価機能において，日常管理の「Plan-

Do-Check-Action」のマネジメントフローを監視する役

割を有している．実際に道路巡回業務に関しても，そ

の妥当性と実施状況をモニタリングするためのロジッ

クモデルを開発する必要がある．道路巡回業務に対す

るロジックモデルにおいて最終アウトカムには安全・安

心，あるいは道路利用者の満足度が設定されることに

なる．このうち，安全・安心に関しては道路障害物の

発生を VaRの観点から検討した事例がある1)．その一

方で，道路利用者の満足度に関しては，苦情の発生率

が重要な評価指標になると考えられる．今後，本研究

の成果を用いて，道路巡回業務に関するロジックモデ

ルの実用化を目指した研究事例の蓄積が必要になると

考える．

6. おわりに

本研究では，道路障害物・苦情に関するリスク管理

水準を考慮した上で，各管理区間単位ごとに最適巡回

政策を決定する方法論を開発した．具体的には，階層

的隠れポワソンモデルに従って発生する道路障害物の

発生・除去過程をマルコフ連鎖モデルで表現した．さ

らに，道路障害物放置数および苦情発生数に関するリ

スク管理指標をVaRとして定量化し，これらのリスク

管理水準を保証しつつ，道路巡回費用と応急対応費用

の和で示される期待総費用を最小とするような最適巡

回政策モデルを開発した．最後に，一般国道を対象と

した適用事例を通じて，本研究で提案した方法論の有

用性を実証的に検証した．今後に以下のような課題が

残されている．本研究では，一般国道の特定路線を対

象として適用分析を実施したものである．多様な道路

特性変数を考慮に入れるためには，今後幅広い路線に

またがって巡回データを収集するとともに，本研究で

提案した方法論を用いて適用事例を蓄積することが必

要である．また，本研究で提案した手法は，道路施設

だけでなく，他の交通施設の巡回政策の検討にも適用

可能である．その場合，それぞれの交通施設の特性に

応じたリスク管理限界の確定が重要な検討課題となる．

なお，本研究は新都市社会技術融合創造研究会「道

路付帯施設・情報管理施設のアセットマネジメントに

関する研究プロジェクト (プロジェクトリーダー：小林

潔司)」の活動成果の一部である．研究を実施するにあ

たり，国土交通省近畿地方整備局道路管理課および滋

賀国道事務所より多大な支援を頂いた．ここに記して

感謝の意を表する．
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ROAD PATROL POLICIES WITH REFERENCE TO CLAIM GENERATION

Kengo OBAMA, Kiyoyuki KAITO, Kiyoshi KOBAYASHI and Yukio FURUNO

In this study, the authors develop a model of claim generation about road obstacle subjects, such as
fallen objects, and propose a methodology for determining the optimal road patrol policy considering
the risk control (service) level regarding obstacles and claims. In detail, in order to explicitly take into
account the relation in which the increase of road obstacles influences the frequency of claims, the authors
formulate a hierarchical hidden Poisson model with the lower system being the generation process of road
obstacles and the higher system being the generation process of claims. Then, the optimal patrol policy
model for designing a road patrol policy for minimizing the total cost composed of the expenses for patrol
and emergency treatment is defined as a Markov decision model. In addition, the effectiveness of the
methodology proposed in this study is verified through the case study applying to an actual national road.
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